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第５３回理事会概要（平成20年２月22日）

（会長報告）

大調協の研修会に出席。講師に大阪府警察本部生活安全総務課大政係長による「業法」の説明、テイタンの広島社長が「世界の探偵業」について講演し、個人情報保護による規制により欧州、なかでもオーストラリアの探偵業が打撃を被っていること、また、米国では雇用者の犯罪を防止するため採用時において前歴確認が厳しく行なわれている、いわゆる『ネグリジェント・ハイヤリング』制について説明があった、との報告。

第1号議案　教育研修会ついて

議長は開催日時の調整を理事会に諮ったところ、３月27日（木）１５時～１７時開催とし、研修前の１４時30分から理事会を開催することになった。

研修内容については『探偵業法施行に伴う留意点』について伊藤理事、「個人情報保護法と調査業」について松谷会長が担当することとした。

関連して、業法を踏まえて研修参加者に『受講証』を出すことにし、その受講証の原案は伊藤理事が作成することになった。

第２号議案　会員増強と協会運営について

　業法施行以来、監督官庁の調査業界に対する意識は、どうしても公益法人に向くと思う。業界を代表する形での意見も公益法人を通じてしか難しい面もあろうと思われる。こうした点を考慮するとき、社団法人という組織にどのように関わっていくかを真剣に検討する時期に至っていると云う事で、出席理事は共通認識を得た。

第５４回理事会概要（平成20年3月27日）　　　 
（会長報告）　

　本日の研修会の参加人員について関西総合調査業協会19、全調協15、関西調査業協会9、合計４３名の予定と報告し、本日の進行・時間割について理事会に諮った。

第1号議案　教育研修会ついて

議長から本日の研修会の時間割について理事会に検討を要請し、下記のとおり決定して14時50分閉会した。

　　進　行　　関調協　　竜田理事

　　15：00　主催者挨拶　　全調協　脇山会長　　関調協　松谷会長

　　15：05　『探偵業法施行後の留意点』　　講　師　　全調協　伊藤理事

　　15：50　質　疑　　
　　16：00　『個人情報保護法と調査業』　　講　師　　関調協　松谷会長

　　16：50　質　疑　　

　　17：00　終　了

　

第５５回理事会概要（平成20年4月18日）

（会長報告）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　去る３月２７日開催の研修会は、共催した全調協及び他の団体会員らの出席もあり、ほぼ開催目的は達成できたと報告した。

第1号議案　平成19年度決算について

　議長は配布した資料に基づき、主な項目について説明を行なった。

　未収金に関連して退会者・会費未納者の扱いについて、

議長は会費納入を集計した書類を配布のうえ、退会者・会費未納者の状況を説明した。

第２号議案　平成20年度事業計画について

第１号議案の審議経過から会費収入の減少は避けられず、事業計画の検討は次回の理事会に持ち越すことになった。

第３号議案　業界情勢について

・　会長は、業界団体の統合を視野に関係者と連絡を取っていることを報告した。

・　監督官庁の立入りによる改善命令を受けたことに対して、業法の解釈運用基準を通達した警察庁の担当者に会うため、事情説明に上京した伊藤理事から以下の３点について報告がなされた。

1． 警察庁は、業法に規定する事項を１枚の契約書にまとめた我われの方式を認める一方で、『書面を交付して説明する』とした業法に基づき『契約前書面』『重要事項説明書』『契約後書面』のそれぞれを別個に用意すべし、との見解は譲らず、これに対応する案が出来次第警察庁に提出することを求められた。

2． 業法届出事項に変更があった場合、これまでの届出証の記載事項について変更がなくても旧番号に替って、新しい番号が付与される事例があった。

これは印刷物、電話帳広告などに記載する届出番号が変更を余儀なくされることになり、業者側として混乱する問題について改善を求めたところ、警察庁から是正について検討する旨の回答を得た。

3． 警察庁通達第８　重要事項の説明等の『１ 総説 （2）』において、調査契約をした元受け業者に対して依託される側が『契約前書面』『契約後書面』を交付する。となっている文面につき質したところ、実質的に外部依託する側が交付するという理解で間違いない、との確認を得た。

事務局便り
　会費未納者が増えています。景気低迷が原因と思われますが出来るだけ早めに納入頂けますようお願いします。
　　
平成１９年度教育研修会を開催
　平成２０年３月２７日、西区のリーガグランドホテルにてＮＰＯ法人全国調査業協会連合会との共催により教育研修会を開催。研修内容は、「個人情報保護法と調査業」及び「探偵業法施行に伴う留意点」と題し、自前講師で実施。。
以下は研修内容の概要。
「個人情報保護法と調査業」　　　　　　　　　　　　会長　松谷廣信

個人情報保護の考え方は、コンピュータや通信等の目覚しい発展により、大量の個人情報の収集・保管が可能となった事と同時に、プライバシーの権利を自己情報のコントロール権、と解するのが一般的（ヨーロッパの方で）となり、コンピュータ社会の中で如何に自己情報・個人情報を守るかという中から、個人情報保護の考え方が起こり、１９８０年にＯＥＣＤ８原則（経済協力開発機構）のガイドラインが示され、日本もこのガイドラインに乗っ取った対策を講じないと、世界舞台の中で経済活動することが出来なくなった。そこで先ず、１９８８年に行政機関が保有する電子計算機に関わる個人情報に関する法律が制定された。その前、地方公共団体は１９７０年頃から個人情報保護条例の制定が始まった。２００３年５月に、個人情報保護関連５法案が制定され、民間はその後２年間の準備期間をおいて０５年に施行となった。

そこで、どんな法律かというと、これが難しいというか、解釈が勝手になされ、企業は自己保身、個人はご都合主義で自分なりの勝手な解釈をし、「間違いだらけの個人情報保護」と言われる現状になっている。

ここで、ザッと個人情報保護法の概要に触れてみましょう。

その前に、この法で使用されている言葉の定義についてキッチリ理解しておく必要がある。実はこれがいい加減に解釈され、勝手に一人歩きしている傾向がある。

個人情報・・・生存する個人に関する情報（識別可能情報）
個人データ・・・個人情報データベース等を構成する個人情報
保有個人データ・・・個人情報取扱い事業者が開示、訂正等の権限を有する個人データ
個人情報データベース等・・・個人情報を含む情報の集合物（検索可能な状態におかれているもの）
個人情報取扱い事業者・・・個人情報データベース等を事業の用に供しているもの（６ケ月以上にわたり３０００件以上の個人情報を保有）
個人情報保護法で、その義務を負うのは「個人情報取扱い事業者」であり、取扱い事業者でなければ法的義務は負わない。

ところが、調査業（興信所、探偵社）を管轄する公安委員会から、「興信所業者が講ずべき個人情報保護のための措置の特例に関する指針」が出され、

興信所業者は、個人情報取扱い事業者の有無にかかわらず、取扱い事業者に係る法及び公安委員会の指針に従い、個人情報を適正に取り扱わなければならない、と成っている。

また、この指針を受けた形で、探偵業法の個人情報に係る事項が規定されている。所謂、探偵業法でも取扱い事業者の有無にかかわらず、個人情報保護法を守りなさいとなっている。

これが一番の問題であるが、既に施行されている。後は、この法のもとで如何に確りとした調査を行うかである。

我々、調査業者の行う個人情報の取得は、生命、身体、財産に関わるケースが多くあろうと思われ、こうした事項での調査は、通知や開示義務の対象外となっている点に留意する必要がある。

尚、これは解釈によって見解がことなるが、業務をスムーズに進める努力は必要。そこで、私の個人的見解であるが、個人情報取扱い事業者に義務づけられている、利用目的の特定、目的の変更、第三者提供の本人同意、開示などの事項であるが・・・、

これは個人情報取扱い事業者がデータベース構築の為に個人データを取得したり、構築したデータベースから検索して第三者に提供するさいに義務づけられているものであって、データベースに全く関係のない個人情報の入手は直接はその義務を負っていないと解釈している。

興信所、探偵社がこの法や指針を拡大解釈して、その通り実施しょうとしたなら多分大方の仕事はできないのではないか・・。法の目的はそんな事を意図してはいない。
この法は、世間で広く解釈されているような、個人情報は全て本人承諾が必要、などとなっているのではなく、データベース等に関係する個人データ、個人情報の取扱いを規制しているものであり、法の目的は、「情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益の保護」であり、調査は個人の権利利益の保護のために行われるケースが大半で、調査することがこの法の目的に合致するとも言えなくはない。

「指針」でも「業法」でも、情報入手を規制しているのは、犯罪目的とか差別目的とか不当な目的で使われる場合であり、ただ単に個人情報を入手してはいけない等と規制している訳ではない。細かく規定されているのは、入手した個人情報の取扱い、漏洩防止である。従って、この取得した個人情報の管理はキッチリしなければならない。入手した情報を漏らす事を臭わせて依頼者に云々などはもってのほか、尚、個人情報保護を理由に、まともに調査もせずにお茶をにごすのももってのほか。

ただ、個人情報保護を理由に調査取材に応じないケースが非常に多く、調査が非常に難しくなっているのも事実。「それは個人情報ですから、規定で言えません・・」等というのが一般的。しかし「ハイそうですか・・」では調査にならない。ところが、“何が個人情報だ・・”などと自分なりの理屈を並び立てても喧嘩になるだけで、何の解決にもならない。

そこで要求されるのが取材テクニックである。難しいテクニックは分からないが少なくとも相手に「個人情報は・・」と言わせるような取材はダメ。勤務期間の確認にしても、最初から「何々のため誰々の在籍期間を教えてください」では先ず教えては貰えない。「何々さんお願いします・・」「そんな人いません・・」「辞めたの・・」と言った、知人・友人的な形で聞いていくとか・・・色々とテクニックを屈指する必要がある。

法では、「個人情報は取得してはならない」等とはなっていない。但し、とる場合は細かく規制され、目的もハッキリさせてなどとなっているが、これはデータベース化の問題と本人から個人情報を取る場合を予定してのものであって、興信所・探偵社が行う取材を予定したものではない。
何れにしても個人情報保護法の目的「個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする」に則って、社会に有益な調査活動に務めて頂きたいと願っています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  「探偵業法施行に伴う留意点」　　　　　　　　　　　　理事　伊藤寿彦
 現在、各地で実施されています監督官庁の立入りは、探偵業法による届出をした所轄察署により行なわれていますが、同じ都道府県警察にあっても、所轄警察の対応にかなりの『温度差』があります。現時点で簡単な確認事項だけで終了したとしても、今後においては、次第に本格的な指導が行なわれます。

 そこで、去る３月２７日開催の教育研修会の内容、さらに、その後確認された情報も含め以下のとおり要約してご報告します。

なお、指導を受けた各項について『どのように対応するのか』は熟慮のしどころです。
１．従事者の名簿

 原則として全調協作成の様式は承認されています。その使用にあたり、以下の指導がありました。

 ①　担当職務欄は単に『調査』と記入するだけではなく、さらに具体的に記入すること。

 ②　写真については備考欄に撮影年月日を記入すること。なお、退職年月日も、備考欄に記入し、事後３年間は保存すること。

 ③　受講・研修記録も備考欄も含めて具体的に記入する。

２．探偵業届出証明書

『よく見える場所』に掲示してあるかをチェックされます。　

●　関連して『届出事項の変更手続』について

 ①　代表者個人の住所変更では住民票を添付します。この場合、『登記事項証明書』を必要としないので、10日以内に届出が必要です。この手続きには、すでに交付されている『探偵業届出証明書』を持参しなければなりません。その理由は、変更届出がなされたとき、新しい番号で届出証明書が交付されるため、旧届出証明書は返還しなければなりません。

② 登記事項証明書（履歴事項の記載がある謄本）が必要な場合、20日以内で届出することが必要です。

　　　東京と大阪の行政区では、法務局への変更手続に10日間を要します。その間は謄本の交付請求が出来ません。同時に役員変更の場合、当人の履歴書、誓約書、法務局が発行する被後見人、保佐人に該当しない登記事項証明、さらに本籍地の市町村が発行する身分証明、と本籍地が記載してある当人の住民票を揃えておくことが必要です。

上記、①と②において、所定の期限内に変更届出をしないときはその『理由書』の提出を求められ、かつ、いずれの場合であっても、旧届出証明書は返還しなければならなりません。

 ここで注意しなければならない事は、電話帳広告、パンフレット、I・ネット上のホームページ、名刺、消費者の依頼に基づく契約書等（業法第８条１項２号規定の届出証明書に記載の受理番号を含め変更された事項）を訂正しなければなりません。

なお、これについて、監督官庁に対して『新しい番号で届出証明書が交付されますと、探偵業者は（上記のように）煩雑な訂正作業が必要となり、混乱が生じています』と改善を申し入れし、監督官庁からは「再検討する」旨の回答を得ています。

３．個人情報保護に関する指導

　　監督官庁においては個人情報保護について厳格に認識されています。むしろ、所轄警察による立入指導よりも厳しいレベルだということです。

　　具体的には別掲する『個人情報保護規程』『個人情報守秘３ヵ条』の全てについて履行することが求められます。とりわけ、資料の保管場所は施錠できる状態でなければなりません。『個人情報管理責任者』はその鍵を管理します。この点につき、監督官庁は業界団体に対して書面による通達を発したうえで、業界団体に直接架電し、「所属会員に対して指導するように」という念押しをしています。

３．特定商取引法（旧 訪問販売法）の適用

　　この法律は探偵業法以前からある法律ですが、監督官庁では次のような項目において探偵業が「該当する」との見解をとり、昨年12月に業界団体に対して指導しました。

①　新聞、雑誌、I・ネット等の広告手段による営業行為は特定商取引法の『通信販売』に該当する。（電話帳広告もこれに含まれる）

②　規制として「広告内容や契約前において消費者に重要事項等を説明し」「書面の交付を義務付けする」。

③『通信販売』ではクーリング・オフ期間の規定はないが、訪問販売、電話勧誘販売などにおいて８日間の規定がある。

④　消費者が解約する際、業者が請求できる損害賠償に上限を設定。
４．契約書について

　　　全調協のモデル契約書について監督官庁は「契約書として使用することはかまわない」としたうえで、業法第８条１項にある『次に掲げる事項について書面を交付して説明しなければならない』とする規定を守るように指導を受けました。

つまり、全調協モデルの契約書とは別に、業法第８条の各号の規定に従って説明する『契約前書面』、契約に合意したときに交付する『契約後書面』、さらに業者の名称、所在地、代表者名、担当者名、業法による届出証明書に記載されている事項などを説明する書面のそれぞれを個別の資料として用意しなさい。というわけです。

これは、契約合意に至らないとき、消費者は交付を受けた各書面を持ち帰って検討した後、契約できるという状態を想定してのことです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上　


会員コーナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　副会長　東田　俊康

いつも関西総合調査業協会の会報に載せる文章を・・・。と言われると、ついつい真面目な面白くもためにもならない文章を書いてしまう。読むほうも退屈だが書くほうも嫌気が差してくる。そこで今回は思い切って、某交友クラブで知り合った愉快な社長のことでも書いて、いつもの鬱憤を晴らしてみたいと思う。

　社長いろいろ「ほんまえらいことでっせ」　　　　　　　
この社長、学校給食材料の卸会社を経営している人で、年齢は75歳、かなりの毒舌家である。　独特の言い回しで、「ほんまかないまへんわ」「ほんまえらいことでっせ」と言うのが口癖で、この言葉を絶妙のタイミングで使って周りの人を笑わせて煙に巻く。その話がいつ聞いても新鮮で面白い。

　この社長、昔から女好き、口説き上手で定評がある。75歳の今も現役で、女性の心をさっとつかむ妙に長けている。宴会などでも、仲居さんやコンパニオンに一番人気がある。常に女性の心を引きつける会話の術を心得ていることから一度でもその社長のそばに座った女性はなかなか離れようとしない。
少し年増の仲居さんなどには、「あんた、よう男泣かして来たのと違うか」とか、「顔立ちがええさかい年より若こう見える」「気だての良さがにじみ出ているがな」そんな歯の浮くような誉め言葉をさらりと云う。お世辞と分かっていても女性は皆大喜びだ。顔に誉める要素のない女性には、「ええボインしてるなあー」「可愛い肉付きのお尻やなあー」とバストを誉めたり、お尻を誉めたりしながら、しっかりタッチする。その仕草をごく自然にさりげなくやるものだから触られて怒る女性は見たことがない。また、触った後で、「いやよ、いやよ、ダメなのよ」としわがれ声で口ずさみながらさらに濃厚にタッチして行く。「男は小便にしか使えなくなったら、えらいことでっせ」常に人畜無害を訴えながら、どんどんエスカレートしていく。ここら辺りの展開が実にスムーズで、それでいて相手を怒らせないからすごい。

　この社長には、本妻公認の二号さんがいる。本妻は地味で大人しい家庭的な人だからあまり外に出ることを好まない。そこで交友クラブの旅行会などには、必ず二号さんをつれて参加する。二号さんは、本妻とは違い、社交的で少し水商売気のする小粋な人である。交友クラブのメンバーのほとんどがこの二号さんを本妻だと思いこんでいる。年齢も五十歳前後と社長に比べてずいぶん若い。それにまだまだ色気がある。しかも話上手で、言いたいことをずばずばはっきり言う。毒舌で通っている社長も二号さんの前ではシュンとなるから面白い。会話のほとんどをこの二号さんが奪ってしまう。

　社長に、「最近、どうですか？」と二号さんとの生活のことについて訊ねると、「もうさっぱりあきまへんわ」とくる。それを横で聞いていた二号さん。「ほんま、この人、口だけなんやから・・」と社長の肩をこづく。「ほんま、かないまへんわ」少し照れながら話す社長、二人の会話の妙がいつ聞いても楽しい。二号さんは、現在江坂駅の近くで一品料理の店を営んでおり、その店の二階を住まいにしている。社長の方も今は、隠居同然の身で、会社のことは息子にまかせて、昼間は彼女のところで過ごし、夜は本妻の元に帰るといった生活を続けている。

　この社長、時々、年甲斐もなく発情するようで、その時の様子を臆面もなく話してくれる。

　二号さんに向かって社長が言う。「おーい、○ったぞ！」すると、二号さん、飛んで来て、「ほんま、そしたら早う○○なはれ・・」、急いで彼女も○○、「早う来て・・」と準備。「よっしゃー」威勢はいいのだが、門前まで来ると何故かお辞儀をしてしまう。

　その様子を微に入り細に入り話すものだから、聞く人は皆大笑いだ。その時の口癖が「ほんま、えらいことでっせ」だ。「あんた、ええ加減にしなはれ。格好悪いこと言いなさんな」二号さんが社長の言葉を継いでつっこみを入れる。「ほんまにかないまへんわ、ワッハハハ」笑い飛ばす社長。本当に楽しい人だ。

　たまに一人で旅行会に参加されることがある。すると私と同室になることが多い。そのとき、一番困るのは、年のせいもあるのだろうが、九時を過ぎると高鼾をかいて眠ってしまう。それで朝まで眠ってくれればいいのだが、夜中の二時頃にムクッと起き出し、部屋の中をウロウロしたり、タバコを吸ったり、あろうことかしまいには、大きな声で独り言を云い出す。そこで寝返りでもうとうものならもう大変。ここぞとばかりに話しかけ、結局起こされてしまうことになる、「ほんまえらいことでっせ」だ。

　この社長、まだまだ元気だ。この調子だと百歳ぐらいまで今の調子で行くかもしれない。この先、聞かせていただく武勇伝がどんどん増えることを願っている。

　私もこの社長にあやかりたいと思う。

倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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